(別添様式１)
平成２３年度　９月補正予算　　　
支出科目　款：土木費　項：道路橋りょう費　目：道路橋りょう改築費
	事業名:緊急防災対策事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　県土整備部　道路建設課　改良担当　電話番号：058-272-1111（内3688）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11651@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：　1,780,000千円
（現計予算額：　0千円　　補正後予算額：　1,780,000千円）

・道路新設改良費　　　　　　510,000千円

　　　　　　　　　・地方特定道路整備事業費　1,270,000千円
	要求内容


	１　要求の内容


　東日本大震災では、被災直後の人命救助、緊急物資の輸送及び復旧活動に大きな役割を果たす道路の重要性が改めて認識された。
　これまでも岐阜県では、防災対策として道路の耐震化、緊急輸送路の整備などを進めてきたが、５月１８日に設置された「震災対策検証委員会」から教訓とすべき事項について提言を受け、今後発生が予測される東海・東南海地震等の大規模地震を見据えた対策を早急に実施する必要があるため、緊急輸送道路等の対策、孤立集落対策の推進を柱に、３３路線３６箇所について、狭隘区間の広幅員化等の対策を実施する。

	２　所要経費


緊急輸送道路等の対策　1,490,000千円
　孤立集落対策の推進　　　290,000千円
　　　　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


I安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
　６．社会資本の安全性が高く、災害への備えが整った地域をつくる

　　　山地、農地、河川、道路等の災害対策を進める。

　　（４）豪雨や大規模地震に対応するための防災事業や施設の耐震化を進める
	２　これまでの取組状況


　災害に強い県土づくりの根幹となる道路整備を進めるために、道路規制区間の解消及び県管理道路に起因する孤立対策区間の解消、緊急輸送道路の確保に資する道路改良を順次実施している。
	３　これまでの取組に対する評価


平成１７年度末で４３路線５９箇所あった異常気象時通行規制区間が、昨年度末では４１路線５２箇所と減ってはいるが、依然未整備区間が多く残っている状況である。
孤立集落の解消に関しては平成２２年度末で５７％、緊急輸送道路に関しては平成２２年度末で９３％の進捗率となっており、依然未整備区間が残っている状況である。

　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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